
改定後 改定前 

第１５条（カード利用の一時停止等） 

７．（略） 

８. 当社は、当社が合併、株式交換、会社分

割、事業譲渡その他の組織再編を実施しあ

るいは実施しようとする場合であって、貸

金業法、割賦販売法その他の法令の確実な

遵守のためカードの利用停止が必要と判断

する場合には、事前に当社が相当と認める

方法で告知の上、一定期間カードショッピ

ング、キャッシングリボおよび海外キャッ

シュサービスの全部または一部の利用を停

止することができるものとします。 

第１５条（カード利用の一時停止等） 

７．（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２２条（期限の利益の喪失） 

２．本会員は、当社に支払うべき債務の履

行を遅滞した場合および第２３条第１項の

規定（ただし、第２３条第１項第７号・第８

号・第９号の事由に基づく場合を除きます）

により会員資格を取消された場合、リボ払

い、分割払い、２回払いまたはボーナス一

括払いに係る債務を除く債務について当然

に期限の利益を失い、直ちに当該債務の全

額を支払うものとします。 

第２２条（期限の利益の喪失） 

２．本会員は、当社に支払うべき債務の履

行を遅滞した場合および第２３条第１項の

規定（ただし、第２３条第１項第８号また

は第９号の事由に基づく場合を除きます）

により会員資格を取消された場合、リボ払

い、分割払い、２回払いまたはボーナス一

括払いに係る債務を除く債務について当然

に期限の利益を失い、直ちに当該債務の全

額を支払うものとします。 

 

第３２条（リボ払い） 

２．本会員は、会員がリボ払いを指定した

場合において毎月支払額の支払いコースと

して元金定額コースを指定したときは、５

千円以上の当社が指定する金額（ただし、

締切日の残高が毎月支払額に満たないとき

はその金額）または当社が適当と認めた金

額に、毎月の締切日時点のリボ払いの未決

済残高に応じて本条第４項に定める手数料

を加算して、翌月の支払期日に支払うもの

とします。また、本会員が希望し当社が適

当と認めた場合は、ボーナス支払月にボー

第３２条（リボ払い） 

２．本会員は、会員がリボ払いを指定した

場合において毎月支払額の支払いコースと

して元金定額コースを指定したときは、支

払いコースを指定した際に指定した金額

（５千円、または、１万円以上１万円単位。

ただし、締切日の残高が毎月支払額に満た

ないときはその金額）または当社が適当と

認めた金額に、毎月の締切日時点のリボ払

いの未決済残高に応じて本条第４項に定め

る手数料を加算して、翌月の支払期日に支

払うものとします。また、本会員が希望し



 

ナス増額分を加算した額を支払う方法とす

ることができます。なお、当社が定める日

までに当社所定の方法で本会員が希望し当

社が適当と認めた場合は、毎月支払額を増

額または減額できるものとします。また、

入会時において、会員は支払いコースを元

金定額コースと指定したとみなします。 

当社が適当と認めた場合は、ボーナス支払

月にボーナス増額分を加算した額を支払う

方法とすることができます。なお、当社が

定める日までに当社所定の方法で本会員が

希望し当社が適当と認めた場合は、毎月支

払額を増額または減額できるものとしま

す。 

第３６条（支払停止の抗弁） 

１．会員は、リボ払い、分割払い、２回払い

およびボーナス一括払いにより購入した商

品等について次の事由が存するときは、当

該事由が解消されるまでの間、当社に対し

当該事由に係る商品等について支払いを停

止することができます。ただし、割賦販売

法の規定の適用がないかその適用が除外さ

れる取引、商品・権利・役務についてはこの

限りではありません。 

①商品等の引渡し、提供がなされないこと。 

②商品等に破損、汚損、故障、欠陥その他の

種類又は品質、数量に関して契約の内容に

適合しない場合があること。 

③その他商品等の販売・提供について、加

盟店に対して生じている事由があること。 

第３６条（支払停止の抗弁） 

１．会員は、リボ払い、分割払い、２回払い

およびボーナス一括払いにより購入した商

品等について次の事由が存するときは、当

該事由が解消されるまでの間、当社に対し

当該事由に係る商品等について支払いを停

止することができます。ただし、割賦販売

法の規定の適用がないかその適用が除外さ

れる取引、商品・権利・役務についてはこの

限りではありません。  

①商品等の引渡し、提供がなされないこと。 

②商品等に瑕疵（欠陥）があること。 

③その他商品等の販売・提供について、加

盟店に対して生じている事由があること。 


